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第１ 【企業の概況】 
１ 【主要な経営指標等の推移】 

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益又は投資損失の金額は、記載しておりませ
ん。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しない為記載しておりません。 
４ 当社は唯一の連結子会社であった株式会社ピロランドの株式を第53期に売却し連結除外としたため、第53期
中間期及び第53期より中間連結貸借対照表及び連結貸借対照表は作成しておりません。このため、連結経営
指標等の一部につきましては記載しておりません。また、第54期中間期以降につきましては、中間連結財務
諸表及び連結財務諸表を作成しておりません。 

第一部 【企業情報】

回次 第53期中 第54期中 第55期中 第53期 第54期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

 売上高 (千円) 6,157,922 ― ― 11,332,028 ―

 経常利益 (千円) 519,697 ― ― 953,843 ―

 中間(当期)純利益 (千円) 160,900 ― ― 208,725 ―

 純資産額 (千円) ― ― ― ― ―

 総資産額 (千円) ― ― ― ― ―

 １株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― ―

 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) 29.18 ― ― 34.72 ―

 自己資本比率 (％) ― ― ― ― ―

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) 113,701 ― ― 1,008,234 ―

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) △990,745 ― ― △917,633 ―

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) 872,991 ― ― △97,023 ―

 現金及び現金同等物の 
 中間期末(期末)残高

(千円) 233,723 ― ― 231,354 ―

 従業員数 
〔外、平均臨時 
 雇用者数〕

(名)
― 

〔―〕
―

〔―〕
―

〔―〕
― 

〔―〕
―

〔―〕

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (千円) 6,157,498 5,439,637 4,863,283 11,331,604 10,292,128

 経常利益 (千円) 481,401 408,766 267,211 915,547 650,195

 中間(当期)純利益 (千円) 85,517 239,307 173,087 133,343 352,718
 持分法を適用した場合の 
 投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

 資本金 (千円) 1,941,832 2,000,000 2,000,000 2,000,000 2,000,000

 発行済株式総数 (千株) 5,369 5,299 5,211 5,322 5,284

 純資産額 (千円) 8,240,634 8,396,067 8,732,632 8,373,825 8,558,689

 総資産額 (千円) 13,812,761 13,021,424 13,786,970 13,411,788 13,812,397

 １株当たり純資産額 (円) 1,535.05 1,586.71 1,680.75 1,573.23 1,619.46

 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) 15.51 45.00 32.93 20.85 62.99

 潜在株式調整後 
 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

 １株当たり中間 
 (年間)配当額

(円) 5.00 7.50 7.50 12.00 15.00

 自己資本比率 (％) 59.7 64.5 63.3 62.4 62.0

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) ― △34,500 556,283 ― △26,222

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) ― △75,375 △861,873 ― △221,237

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(千円) ― 181,196 507,600 ― 190,557

 現金及び現金同等物の 
 中間期末(期末)残高

(千円) ― 302,677 379,984 ― 174,453

 従業員数 
〔外、平均臨時 
 雇用者数〕

(名)
275 

〔109〕
260

〔115〕
252

〔105〕
271 

〔98〕
253

〔106〕



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(名) 252〔105〕



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善に伴い設備投資も堅調に推移し回復への兆

しがみられたものの、原油価格の高騰などの不安要素もあり景気の先行きについては楽観できない状

況が続いております。 

当寝装・インテリア業界におきましても、他社との競争激化、雇用不安・年金問題等を背景とした

消費マインド低迷の影響などにより、依然として市場環境は厳しい状況で推移しております。また、

一方でお客様の求める商品価値の多様性はさらに広がりを見せ、より柔軟で迅速な対応が求められる

など、経営環境の厳しさは増しております。 

このような状況のもと、当社は「消費者ニーズにあった良品安価な商品開発と営業力の強化」をモ

ットーに引き続き経営の基本方針である「ローコスト経営」の継続と推進を実践し、収益力・営業基

盤の強化に努めてまいりました。 

商品販売面では、消費者が今一番関心を持っている“健康”に合った高付加価値である主力製品の

“低反発ウレタン枕”や“低反発ウレタンマットレス”等の「健康機能商品」を最重点商品として積

極的に拡販に努めてまいりました。そして輸入品に替わって、自社生産品の“低反発ウレタン枕”や

“低反発ウレタンマットレス”の販売シェアーは拡大することができましたが、買替え需要が今一つ

低調であったことと競争激化のため、全体的に厳しい状況が続きました。 

また一方で従来の原材料や副資材を見直すと同時に縫製加工の海外委託を促進し、製造コストの低

減を図り、商品競争力の強化に取組んでまいりました。さらに経費削減とともに人と組織の活性化な

どの業務改革を推進し、全社をあげて一層の企業基盤の強化に取り組んでまいりました。 

これらの結果、売上高は48億63百万円（前年同期比10.6％減）となり、経常利益は2億67百万円

（前年同期比34.6％減）となり、中間純利益は1億73百万円（前年同期比27.7％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末における現金および現金同等物は、期首残高よりも205百万円増加し3億79百万円

（前年同期比25.5％増）となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因はつぎのとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は5億56百万円（前年同期比5億90百万円増）となりました。おもな

要因は、税金等調整前中間純利益2億96百万円に加えて、たな卸資産の減少3億30百万円、売上債権

の減少70百万円、仕入債務の増加31百万円等であります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は8億61百万円（前年同期比1,043.4％増）となりました。主な要因

は、固定資産の取得8億59百万円等によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は5億7百万円（前年同期比180.1％増）となりました。これは、お

もに借入金の純増5億88百万円、自己株式の取得90百万円等したためであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当中間会計期間の生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構

造、形式等は必ずしも一様でなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、生産規模及び受注規模を金

額あるいは数量で示すことはしておりません。 

販売実績 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 販売事業部門としては、寝装具事業部門の単一事業部門であります。 

  

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

特記すべき事項はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

事業の種類 販売高(千円) 前中間会計期間比(％)

寝装具事業 4,737,015 △12.9

その他の事業 126,268 1.6

合計 4,863,283 △10.6



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、船場中央ビルの取得により、下記の設備が新たに主要設備となりました。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設及び変更 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 重要な設備の完了 

前事業年度末に計画していた重要な設備の新設等について重要な変更並びに重要な設備計画の完了は

ありません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等は、次のとおりであります。 

 
(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

事業所名 設備の内容

投資額 
（千円） 資金調達

方法
完了年月

完成後の 
増加能力

総額

船場中央ビル 賃貸不動産 850,000
金融機関より借入
金他自己資金

平成17年８月 4,670㎡



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
 (注)発行済株式数の減少は自己株式の消却によるものであります。 

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 14,960,000

計 14,960,000

種類
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 5,211,684 5,211,684
ジャスダック証券
取引所

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 5,211,684 5,211,684 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成17年９月30日 △73,000 5,211,684 ― 2,000,000 ― 1,816,268



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権1個)含まれ

ております。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式996株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

森 下   茂 大阪府豊中市東豊中町３－14－１ 1,960 37.6

有限会社森茂興産 大阪府豊中市東豊中町３－14－１ 968 18.6

巽   春 二 大阪府箕面市西小路２－13－35－308 214 4.1

森 下 賀代子 大阪府豊中市東豊中町３－14－１ 177 3.4

森 下 茂 樹 大阪市北区天満橋１－８－15－1602 166 3.2

株式会社りそな銀行 東京都千代田区大手町１－１－２ 135 2.6

森 下 雄二郎 大阪市中央区南久宝寺町２－４－７－701 130 2.5

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 110 2.1

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 108 2.1

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜４－５－33 100 1.9

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 100 1.9

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２－２－１ 100 1.9

計 ― 4,270 81.9

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）
普通株式 15,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)  
普通株式 5,176,000 5,176 同 上

単元未満株式  
普通株式 20,684 ― 同 上

発行済株式総数 5,211,684 ― ―

総株主の議決権 ― 5,176 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式)

モリシタ株式会社
大阪市中央区 
博労町１―８―８

15,000 ― 15,000 0.3

計 ― 15,000 ― 15,000 0.3



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。 

  

月別
平成17年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,200 1,176 1,120 1,110 1,100 1,102

最低(円) 1,000 1,100 1,060 1,060 1,065 1,100



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵
省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 
ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸
表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣
府令第５号）附則第３号のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しており
ます。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月
30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、
近畿第一監査法人により中間監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号）第
２条第２項の子会社がありませんので、中間財務諸表は作成しておりません。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 348,677 457,984 204,453

 ２ 受取手形 616,542 586,436 729,030

 ３ 売掛金 1,537,240 1,452,608 1,380,537

 ４ たな卸資産 1,915,170 1,834,502 2,164,754

 ５ 繰延税金資産 27,708 39,313 39,313

 ６ その他流動資産 ※３ 93,189 80,092 69,332

 ７ 繰延ヘッジ損失 1,277,840 854,688 1,751,546

 ８ 貸倒引当金 △40,000 △22,000 △42,000

   流動資産合計 5,776,369 44.4 5,283,626 38.3 6,296,968 45.6

Ⅱ 固定資産

 (1) 有形固定資産 ※２

  １ 建物 ※１ 1,788,522 2,051,468 1,817,407

  ２ 機械及び装置 87,006 109,307 121,830

  ３ 車両運搬具 22,029 24,163 24,197

  ４ 工具器具備品 119,720 83,657 113,104

  ５ 土地 ※１ 3,359,869 3,971,831 3,410,602

   有形固定資産合計 5,377,148 41.3 6,240,429 42.5 5,487,142 39.7

 (2) 無形固定資産 5,677 0.0 5,677 0.0 5,677 0.1

 (3) 投資その他の資産

  １ 投資有価証券 ※１ 857,082 1,303,476 1,047,839

  ２ 長期貸付金 745,326 689,366 720,645

  ３ 役員保険積立金 177,024 183,458 179,930

  ４ その他投資 92,794 89,934 92,193

  ５ 貸倒引当金 △10,000 △9,000 △18,000

   投資その他の 
   資産合計

1,862,228 14.3 2,257,236 16.4 2,022,609 14.6

   固定資産合計 7,245,055 55.6 8,503,343 61.7 7,515,429 54.4

   資産合計 13,021,424 100.0 13,786,970 100.0 13,812,397 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 65,596 82,203 87,273

 ２ 買掛金 644,391 612,706 576,449

 ３ 短期借入金 665,000 625,000 785,000

 ４ 一年以内返済予定 
   長期借入金

601,500 982,750 677,750

 ５ 未払金 13,136 21,916 27,749

 ６ 未払消費税等 ※３ ― 20,249 ―

 ７ 未払法人税等 180,000 129,920 294,000

 ８ 未払費用 ※４ 211,030 214,723 178,264

 ９ 賞与引当金 47,348 42,955 42,570

 10 金融派生商品 1,277,840 854,688 1,751,546

 11 その他 50,702 25,788 8,841

   流動負債合計 3,756,547 28.8 3,612,899 26.2 4,429,446 32.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 504,750 822,000 379,000

 ２ 社債 ― 50,000 ―

 ３ 退職給付引当金 130,256 149,761 146,713

 ４ 預り保証金 154,925 178,467 157,511

 ５ 繰延税金負債 78,878 241,210 141,037

   固定負債合計 868,810 6.7 1,441,438 10.5 824,262 6.0

   負債合計 4,625,357 35.5 5,054,337 36.7 5,253,708 38.0

(資本の部)

Ⅰ 資本金 2,000,000 15.4 2,000,000 14.5 2,000,000 14.5

Ⅱ 資本剰余金

   資本準備金 1,816,268 1,816,268 1,816,268

   資本剰余金合計 1,816,268 13.9 1,816,268 13.2 1,816,268 13.1

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 114,682 114,682 114,682

 ２ 任意積立金 4,015,186 4,214,806 4,015,186

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益

286,103 171,764 344,110

   利益剰余金合計 4,415,973 33.9 4,501,253 32.6 4,473,979 32.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

171,164 1.3 431,772 3.1 281,515 2.0

Ⅴ 自己株式 △7,339 0.0 △16,662 △0.1 △13,074 △0.1

   資本合計 8,396,067 64.5 8,732,632 63.3 8,558,689 62.0

   負債・資本合計 13,021,424 100.0 13,786,970 100.0 13,812,397 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 5,439,637 100.0 4,863,283 100.0 10,292,128 100.0

Ⅱ 売上原価 ※３ 4,092,410 75.2 3,736,055 76.8 7,806,859 75.9

   売上総利益 1,347,226 24.8 1,127,228 23.2 2,485,269 24.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※３ 974,700 17.9 940,924 19.4 1,930,271 18.8

   営業利益 372,526 6.8 186,303 3.8 554,998 5.4

   受取利息及び 
   受取配当金

12,849 12,967 23,090

   為替差益 57,576 84,651 116,922

   雑収入 5,310 12,798 30,966

Ⅳ 営業外収益 ※１ 75,737 1.4 110,417 2.3 170,979 1.7

   支払利息 12,438 9,267 19,069

   外為手数料 11,771 7,039 21,031

   雑損失 15,287 13,202 35,681

Ⅴ 営業外費用 ※２ 39,498 0.7 29,509 0.6 75,782 0.7

   経常利益 408,766 7.5 267,211 5.5 650,195 6.3

Ⅵ 特別利益 ※４ ― 29,000 59,737 0.6

Ⅶ 特別損失 ※５ ― ― 42,075 0.4

   税引前中間 
   (当期)純利益

408,766 7.5 296,211 6.1 667,857 6.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

※６ 169,458 3.1 123,124 2.5 338,150 3.3

   法人税等調整額 ― ― ― ― △23,012 △0.2

   中間(当期)純利益 239,307 4.4 173,087 3.6 352,718 3.4

   前期繰越利益 66,428 85,941 66,428

   自己株式消却額 19,633 87,265 35,351

   中間配当額 ― ― 39,686

   中間(当期) 
   未処分利益

286,103 171,764 344,110



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税引前中間(当期)純利益 408,766 296,211 667,857

 ２ 減価償却費 73,764 82,802 161,083

 ３ 引当金増減(△)額 9,049 △25,568 30,728

 ４ 受取利息及び受取配当金 △12,849 △12,967 △23,090

 ５ 支払利息 12,438 9,267 19,069

  ６ 固定資産売却益 ― ― △59,737

  ７ 買替資産等圧縮損 ― ― 42,075

 ８ 売上債権の増(△)減額 △53,163 70,522 6,315

 ９ たな卸資産の増(△)減額 △306,700 330,252 △556,284

 10 仕入債務の増減(△)額 △88,934 31,186 △135,200

 11 役員賞与の支払額 △20,000 △19,000 △20,000
 12 その他 12,067 83,131 △31,305

    小      計 34,438 845,836 101,511
 13 利息及び配当金の受取額 12,754 14,966 22,902

 14 利息の支払額 △13,846 △9,814 △20,644
 15 法人税等の支払額 △67,846 △294,705 △129,991

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

△34,500 556,283 △26,222

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △46,000 △78,000 △106,000

 ２ 定期預金の払戻による収入 10,000 30,000 86,000

 ３ 有形固定資産の購入 
   による支出

△15,170 △859,476 △270,375

 ４ 有形固定資産の売却による 
   収入

―  19,533 75,500

 ５ 長期貸付金の貸出に伴う 
   支出

△55,000 ― △55,000

 ６ 長期貸付金の返済に伴う 
   収入

37,536 31,278 62,218

  ７ 投資有価証券の購入による 
    支出

△6,741 △5,208 △13,580

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△75,375 △861,873 △221,237

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減(△)額 395,000 △165,000 515,000

 ２ 長期借入による収入 500,000 1,200,000 700,000

 ３ 長期借入金の返済による 
   支出

△651,500 △447,000 △901,000

  ４ 社債発行による収入 ― 50,000 ―

 ５ 配当金の支払額 △37,241 △39,548 △76,927
 ６ 自己株式の取得による支出 △25,063 △90,852 △46,516

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

181,196 507,600 190,557

Ⅳ現金及び現金同等物に係る 
 換算差額

― 3,520 ―

Ⅴ現金及び現金同等物の増減(△)額 71,321 205,530 △56,902

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 231,356 174,453 231,356

Ⅶ現金及び現金同等物の 
 中間期末(期末)残高

302,677 379,984 174,453



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

 (イ)有価証券 その他有価証券

 時価のあるもの

  中間決算期末日の市場

価格等に基づく時価法

を採用しております。

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定することに

しております。)

その他有価証券

 時価のあるもの

同左

その他有価証券(時価のあ

るもの)

 決算期末日の市場価格等

に基づく時価法を採用し

ております。(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定するこ

とにしております。)

 時価のないもの

  総平均法による原価法

を採用しております。

 時価のないもの

同左

その他有価証券(時価のな

いもの)

同左

 (ロ)たな卸資産 商品  総平均法による原

価法によっており

ます。

製品  同上

半製品 同上

原材料 同上

同左 同左

 (ハ)デリバティブ 時価法を採用しておりま

す。

同左 同左

２ 有形固定資産の減

価償却の方法

   有形固定資産 定率法(ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建

物(附属設備を除く)につい

ては定額法)を採用してお

ります。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物及び 
構築物

15～50年

機械装置及び 
車輌運搬具

３～７年

同左 同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権、貸付金の貸

倒損失に備えるため、

一般債権については貸

倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権

については個別に回収

可能性を検討し、回収

不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左



項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 賞与引当金

  従業員の賞与の支出に

備えるため、将来の支

給見込額のうち当中間

会計期間負担額を計上

しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員の賞与の支出に

備えるため、将来の支

給見込額のうち当期負

担額を計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。

  なお、会計基準変更時

差異(52,880千円)につ

いては、５年による按

分額を費用処理してお

ります。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、当中間会

計期間末において発生

していると認められる

額を計上しておりま

す。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度

末における退職給付債

務及び年金資産の見込

額に基づき、計上して

おります。なお、会計

基準変更時差異(不足

額52,880千円)につい

ては、５年による按分

額を費用処理しており

ます。

４ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

  原則として繰延ヘッジ

処理によっておりま

す。なお、振当処理の

要件を満たしている為

替予約、通貨オプショ

ンについては、振当処

理によっております。

  特例処理の要件を満た

している金利スワップ

については、特例処理

によっております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  当中間会計期間にヘッ

ジ会計を適用したヘッ

ジ手段とヘッジ対象は

以下のとおりでありま

す。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

  当事業年度にヘッジ会

計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下

のとおりであります。

  a ヘッジ手段

   為替予約、通貨オプ

ション

  a ヘッジ手段

同左

  a ヘッジ手段

同左

  b ヘッジ対象

   輸入による外貨建買

入債務及び外貨建予

定取引

  b ヘッジ対象

同左

  b ヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針

  デリバティブ取引に関

する権限規定及び取引

限度額等を定めた内部

規定に基づき、ヘッジ

対象に係る為替相場変

動リスクを一定の範囲

内でヘッジしておりま

す。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左



 
中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
追加情報 

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

  ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計

または相場変動とヘッ

ジ手段のキャッシュ・

フロー変動の累計また

は相場変動を比較し、

両者の変動等を基礎に

して、ヘッジ有効性を

評価しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方

法

同左

５ キャッシュ・フロ

ー計算書における

資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現

金同等物）は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資

からなります。

同左 同左

６ その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項

   消費税等の会計

処理

税抜方式を採用しておりま

す。

同左 同左

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

――― （固定資産の減損に係る会計基準）

 当中間会計期間より、固定資産の減
損に係る会計基準（「固定資産の減損
に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会平成14年８月９
日））及び「固定資産の減損に係る会
計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第６号 平成15年10月31日）を
適用しております。これによる損益に
与える影響はありません。

―――

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

法人事業税における外

形標準課税部分の損益

計算書上の表示方法

 実務対応報告書第12号

「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書

上の表示についての実務上

の取扱い」（企業会計基準

委員会 平成16年２月13

日）が公表されたことに伴

い、当中間会計期間から同

実務対応報告に基づき、法

人事業税の付加価値割及び

資本割8,387千円を販売費

及び一般管理費として処理

しております。

――― ―――



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 担保に供してい

る資産

千円

建物 50,971

土地 114,135

合計 165,107

千円

建物 50,020

土地 114,135

合計 164,156

千円

建物 49,276

土地 114,135

合計 163,411

対応する債務 対応する債務 対応する債務

上記担保は卸売団地協同組

合等に対する共同担保であ

り、対応する債務はありま

せん。

上記担保は卸売団地協同組

合等に対する共同担保であ

り、対応する債務はありま

せん。

上記担保は卸売団地協同組

合等に対する共同担保であ

り、対応する債務はありま

せん。

尚、投資有価証券28,050千

円は取引保証の担保に供し

ております。

尚、投資有価証券32,220千

円は取引保証の担保に供し

ております。

尚、投資有価証券26,455千

円は取引保証の担保に供し

ております。

※２ 有形固定資産の

減価償却累計額  
2,943,288千円

 
2,963,199千円

 
2,999,633千円

※３ 消費税等の取扱

い

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺しておりますが

金額が軽微の為その他流動

資産に含めております。

仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、未払消

費税等として表示しており

ます。

―――

※４ 未払費用 従来、流動負債「その他」

に含めていた未払費用を当

中間会計期間末より区分掲

記しております。前中間会

計期間末の未払費用は

130,068千円であります。

――― ―――



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

千円

受取利息 7,145

※１ 営業外収益の主要項目

千円

受取利息 5,959

※１ 営業外収益の主要項目

千円

受取利息 14,441

※２ 営業外費用の主要項目

千円

支払利息 12,438

※２ 営業外費用の主要項目

千円

支払利息 9,267

※２ 営業外費用の主要項目

千円

支払利息 19,069

※３ 減価償却実施額

千円

有形固定資産 73,764

※３ 減価償却実施額

千円

有形固定資産 82,802

※３ 減価償却実施額

千円

有形固定資産 161,083

※４ 特別利益

―――

※４ 特別利益

千円

貸倒引当金
戻入益

29,000

※４ 特別利益

千円

投資有価証券 
売却益

59,737

※５ 特別損失

―――

※５ 特別損失

―――

※５ 特別損失

千円

固定資産
圧縮損

42,075

※６ 法人税等の表示方法 

当中間会計期間における税金費用に

ついては、簡便法により計算してい

るため、法人税等調整額は、「法人

税、住民税及び事業税」に含めて表

示しております。

※６ 法人税等の表示方法

同左

―――

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び現金勘定 348,677千円

預入期間が３ヶ月 
を超える積立預金

△46,000

現金及び 
現金同等物

302,677

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

現金及び現金勘定 457,984千円

預入期間が３ヶ月
を超える積立預金

△78,000

現金及び 
現金同等物

379,984

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係

現金及び現金勘定 204,453千円

預入期間が３ヶ月 
を超える積立預金

△30,000

現金及び
現金同等物

174,453

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

該当事項はありません。 同左 同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

その他有価証券で時価のあるもの 

 
時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
（注） 当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、減損処理の対象となるも

のはありませんでした。 

なお、当該有価証券の減損にあっては、当中間会計期間末の時価が帳簿価額に比べて50％以下下

落した銘柄についてはすべて減損処理を行い、30％以上50％未満下落した銘柄は時価の回復可能

性がないと認められる場合に減損処理を行っております。 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

その他有価証券で時価のあるもの 

 
時価のない有価証券の主な内容及び中間貸借対照表計上額 

その他有価証券 

 
（注） 当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について、減損処理の対象となるも

のはありませんでした。 

なお、当該有価証券の減損にあっては、当中間会計期間末の時価が帳簿価額に比べて50％以下下

落した銘柄についてはすべて減損処理を行い、30％以上50％未満下落した銘柄は時価の回復可能

性がないと認められる場合に減損処理を行っております。 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  

取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

株式 571,117千円 856,392千円 285,274千円

非上場株式(店頭株式を除く) 690千円

取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

株式 583,164千円 1,302,786千円 719,621千円

非上場株式 690千円



前事業年度末(平成17年３月31日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

 
２ 時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成17年３月31日） 

 
子会社株式で時価のあるもの 

該当事項なし。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しておりますので、記載すべき事項は、

ありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しておりますので、記載すべき事項は、

ありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しておりますので、記載すべき事項は、

ありません。 

  

(持分法損益等) 

区  分

前事業年度
（平成17年３月31日）

取得原価
貸借対照表
計上額

差 額

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

①株 式 552,798 1,025,625 472,826

②債 券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小  計 552,798 1,025,625 472,826

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

①株 式 25,158 21,524 △3,634

②債 券 ― ― ―

③その他 ― ― ―

小  計 25,158 21,524 △3,634

合  計 577,956 1,047,149 469,192

その他有価証券

 非上場株式  690千円

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

当社には関連会社がないため、該当

事項はありません。
同左 同左



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

２ １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度

１株当たり純資産額 1,586円71銭 １株当たり純資産額 1,680円75銭 １株当たり純資産額 1,619円46銭

１株当たり中間 
純利益額

45円00銭
１株当たり中間
純利益額

32円93銭 １株当たり当期純利益 62円99銭

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益 (千円) 239,307 173,087 352,718

普通株主に帰属しない金額
 利益処分による役員賞与
の金額

(千円) ― ― 19,000

普通株式に係る中間 
（当期）純利益

(千円) 239,307 173,087 333,718

普通株式の期中平均株式数 (千株) 5,317 5,255 5,297



(2) 【その他】 

平成17年11月26日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

 
  

(イ)中間配当による配当金の総額……………… 38,967千円

(ロ)１株当たりの金額…………………………… 7円50銭

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日…… 平成17年12月９日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 自己株券買付状況 
報告書

報告期間
自 平成17年３月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年４月11日 
近畿財務局長に提出。

(2) 自己株券買付状況 
報告書

報告期間
自 平成17年４月１日 
至 平成17年４月30日

平成17年５月23日 
近畿財務局長に提出。

(3) 自己株券買付状況 
報告書

報告期間
自 平成17年５月１日 
至 平成17年５月31日

平成17年６月13日 
近畿財務局長に提出。

(4) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第54期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月30日 
近畿財務局長に提出。

(5) 自己株券買付状況 報告書 報告期間 自 平成17年６月１日
至 平成17年６月30日

平成17年７月８日 
近畿財務局長に提出。

(6) 自己株券買付状況 報告書 報告期間 自 平成17年７月10日
至 平成17年７月31日

平成17年８月22日 
近畿財務局長に提出。

(7) 自己株券買付状況 報告書の訂正報告書 報告期間 自 平成17年７月１日
至 平成17年７月31日

平成17年９月13日 
近畿財務局長に提出。

(8) 自己株券買付状況 報告書 報告期間 自 平成17年８月１日
至 平成17年８月31日

平成17年９月13日 
近畿財務局長に提出。

(9) 自己株券買付状況 報告書 報告期間 自 平成17年９月１日
至 平成17年９月30日

平成17年10月14日 
近畿財務局長に提出。

(10) 自己株券買付状況 報告書 報告期間 自 平成17年10月１日
至 平成17年10月31日

平成17年11月18日 
近畿財務局長に提出。

(11) 自己株券買付状況 報告書 報告期間 自 平成17年11月１日
至 平成17年11月30日

平成17年12月９日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成16年12月24日

モリシタ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているモリシタ株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第54期事業年度の中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、モリシタ株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

近畿第一監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  田  陸 奥 麿  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  岡  野  芳  郎  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月23日

モリシタ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているモリシタ株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第55期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、モリシタ株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

近畿第一監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  岡  野  芳  郎  ㊞

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  伊  藤  宏  範  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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